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雇
用
保
険
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
要
綱
（
案
）

第
一

雇
用
保
険
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正

一

特
定
理
由
離
職
者
の
範
囲

基
本
手
当
の
受
給
資
格
に
係
る
法
第
十
三
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
は
、
次
の

又
は

の
い
ず
れ
か

（一）

（二）

の
理
由
に
よ
り
離
職
し
た
者
と
す
る
こ
と
。

期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
の
期
間
が
満
了
し

か
つ

当
該
労
働
契
約
の
更
新
が
な
い
こ
と(

そ
の
者
が
当
該
更

、

、

（一）
新
を
希
望
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
更
新
に
つ
い
て
の
合
意
が
成
立
す
る
に
至
ら
な
か
っ
た
場
合
に
限
る
。)

。

法
第
三
十
三
条
第
一
項
の
正
当
な
理
由

（二）
二

特
定
受
給
資
格
者
の
範
囲
の
改
正

基
本
手
当
の
特
定
受
給
資
格
者
に
係
る
法
第
二
十
三
条
第
二
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
理
由
と
さ
れ
て
い

る
、
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約
の
締
結
に
際
し
当
該
労
働
契
約
が
更
新
さ
れ
る
こ
と
が
明
示
さ
れ
た
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
当
該
労
働
契
約
が
更
新
さ
れ
な
い
こ
と
と
な
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
、
当
該
労
働
契
約
の
期
間
が
一
年
以
上
の
も
の
で

あ
る
場
合
及
び
一
年
以
上
引
き
続
き
同
一
の
事
業
主
の
適
用
事
業
に
雇
用
さ
れ
る
に
至
っ
た
場
合
も
対
象
と
す
る
こ
と
。
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三

基
本
手
当
の
支
給
に
関
す
る
暫
定
措
置

基
本
手
当
の
支
給
に
関
す
る
暫
定
措
置
に
係
る
法
附
則
第
四
条
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
を
、
一
の

の
理
由
に

（一）

よ
り
離
職
し
た
者
及
び
一
の

の
理
由
に
よ
り
離
職
し
た
者
（
法
第
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ

（二）

。
）

れ
る
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
基
本
手
当
の
支
給
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
資
格
を
有
す
る
こ
と
と
な
る
者
に
限
る

と
す
る
こ
と
。

四

給
付
日
数
の
延
長
に
関
す
る
暫
定
措
置

給
付
日
数
の
延
長
に
係
る
法
附
則
第
五
条
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
を
、
一
の

の
理
由
に
よ
り
離
職

（一）

（一）

し
た
者
と
す
る
こ
と
。

公
共
職
業
安
定
所
長
が
就
職
が
困
難
な
者
で
あ
る
と
認
め
る
場
合
の
法
附
則
第
五
条
第
一
項
一
号
の
厚
生
労
働
省
令

（二）
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
こ
と
。

イ

特
に
誠
実
か
つ
熱
心
に
求
職
活
動
を
行
っ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
所
定
給
付
日
数
に
相
当
す
る
日
数
分
の
基

本
手
当
の
支
給
を
受
け
終
わ
る
日
ま
で
に
職
業
に
就
く
こ
と
が
で
き
る
見
込
み
が
な
く
、
特
に
職
業
指
導
そ
の
他
再

就
職
の
援
助
を
行
う
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
。
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ロ

正
当
な
理
由
が
な
く
、
公
共
職
業
安
定
所
の
紹
介
す
る
職
業
に
就
く
こ
と
、
公
共
職
業
安
定
所
長
の
指
示
し
た
公

共
職
業
訓
練
等
を
受
け
る
こ
と
及
び
公
共
職
業
安
定
所
が
行
う
再
就
職
を
指
導
す
る
た
め
に
必
要
な
職
業
指
導
を
受

け
る
こ
と
を
拒
ん
だ
こ
と
が
な
い
こ
と
。

雇
用
機
会
が
不
足
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
地
域
と
し
て
法
附
則
第
五
条
第
一
項
第
一
号
ロ
の
厚
生
労
働
省
令
で
定

（三）
め
る
基
準
は
、
次
の
イ
、
ロ
及
び
ハ
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

イ

四
半
期
ご
と
に
公
表
さ
れ
る
労
働
力
調
査
の
直
近
の
結
果
に
よ
る
そ
の
地
域
に
係
る
労
働
力
人
口
に
対
す
る
最
近

一
箇
月
に
お
け
る
当
該
地
域
内
に
居
住
す
る
求
職
者
の
数
の
割
合
が
、
当
該
期
間
に
お
け
る
全
国
の
労
働
力
人
口
に

対
す
る
求
職
者
の
数
の
割
合
以
上
で
あ
る
こ
と
。

ロ

最
近
一
箇
月
に
お
け
る
そ
の
地
域
内
に
居
住
す
る
求
職
者
の
数
に
対
す
る
そ
の
地
域
内
に
所
在
す
る
事
業
所
に
係

る
求
人
の
数
の
比
率
が
一
を
下
回
る
地
域
で
あ
る
こ
と
。

ハ

最
近
一
箇
月
に
お
け
る
そ
の
地
域
に
お
い
て
基
本
手
当
の
支
給
を
受
け
た
受
給
資
格
者
の
数
を
、
当
該
受
給
資
格

者
の
数
に
当
該
各
月
の
末
日
に
お
け
る
被
保
険
者
数
の
数
を
加
え
た
数
で
除
し
て
得
た
率
が
、
全
国
に
お
け
る
当
該

比
率
の
平
均
以
上
で
あ
る
こ
と
。
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公
共
職
業
安
定
所
長
が
再
就
職
の
た
め
の
支
援
を
計
画
的
に
行
う
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
た
め
の
法
附
則
第
五
条
第

（四）
一
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
四
の

の
ロ
の
基
準
を
満
た
し
、
か
つ
、
次
の
イ
、
ロ
又
は
ハ
の

（二）

い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

イ

安
定
し
た
職
業
に
就
い
た
経
験
が
少
な
く
、
離
職
又
は
転
職
を
繰
り
返
し
て
い
る
こ
と
。

ロ

産
業
構
造
、
労
働
市
場
の
状
況
等
か
ら
み
て
、
再
就
職
の
た
め
に
、
そ
の
者
が
従
事
し
て
い
た
職
種
等
を
転
換
す

る
必
要
が
あ
る
こ
と
。

ハ

イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
者
の
ほ
か
、
特
に
誠
実
か
つ
熱
心
に
求
職
活
動
を
行
っ
て
お
り
、
か
つ
、
公
共
職
業
安
定
所

の
職
業
指
導
を
受
け
な
け
れ
ば
、
そ
の
者
が
適
切
な
職
業
選
択
を
行
う
こ
と
が
著
し
く
困
難
と
な
る
こ
と
。

五

受
講
手
当
の
額
に
関
す
る
暫
定
措
置

受
給
資
格
者
が
平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日
か
ら
平
成
二
十
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
公
共
職
業
訓
練
等
を

受
け
た
場
合
に
お
け
る
当
該
期
間
内
の
受
講
手
当
の
日
額
を
五
百
円
か
ら
七
百
円
に
増
額
す
る
こ
と
。

六

常
用
就
職
支
度
手
当
に
関
す
る
暫
定
措
置

平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日
か
ら
平
成
二
十
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
職
業
に
就
い
た
者
に
係
る
常
用
就
職
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支
度
手
当
に
つ
い
て
、
安
定
し
た
職
業
に
就
く
こ
と
が
著
し
く
困
難
と
認
め
ら
れ
る
者
で
あ
っ
て
、
安
定
し
た
職
業
に

就
い
た
日
に
お
い
て
四
十
歳
未
満
で
あ
る
も
の
を
対
象
と
す
る
と
と
も
に
、
常
用
就
職
支
度
手
当
の
給
付
率
を
十
分
の

三
か
ら
十
分
の
四
に
引
き
上
げ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

第
二

そ
の
他

一

施
行
期
日

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日
か
ら
施
行
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

二

経
過
措
置

こ
の
省
令
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
を
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

三

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
も
の
と
す
る
こ
と
。







 

 

 

労働保険の保険料の徴収等に関する法律の規定に基づき雇用保険率を変更

する告示の制定について 

 

 

１ 趣旨 

○ 「雇用保険法等の一部を改正する法律案」の成立に伴い、平成 21 年度の雇用保

険料率を定める必要があることから、雇用保険二事業の保険料率も含めた雇用保

険料率を告示する。 

 

２ 告示の概要 

平成 21 年度の雇用保険率を平成 20 年度から 1,000 分の 4 引き下げ、1,000 分の

11（農林水産業及び清酒製造業については 1,000 分の 13、建設業については 1,000

分の 14）とする。 

 

＜平成２１年度の雇用保険料率＞ 

（ ）内は平成２０年度 

労働者負担 事業主負担

一般の事業
11/1000
(15/1000)

8/1000
(12/1000)

4/1000
(6/1000)

4/1000
(6/1000)

3/1000
(3/1000)

農林水産・清酒製造業
13/1000
(17/1000)

10/1000
(14/1000)

5/1000
(7/1000)

5/1000
(7/1000)

3/1000
(3/1000)

建設業
14/1000
(18/1000)

10/1000
(14/1000)

5/1000
(7/1000)

5/1000
(7/1000)

4/1000
(4/1000)

二事業に係る保
険料率

雇用保険料率 失業等給付に
係る保険料率

 

 

３ 公布日 

平成 21 年 3 月 31 日（予定） 

 

労働政策審議会職業安定分科会雇用保険部会参考資料 
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